






	 本稿では、筆者が岡山留学生センター相談指導担当教員として着任した 1999 年 11




生が直面した 215 の問題事例が 12 の領域に分類され、掲載されている。215 事例のう
ち、心身の病気 22 事例、交通事故によるケガ 5事例、交通事故によらないケガ 1事例、
健康・医療関連 2事例の合計 30 事例が掲載されており、全体の 14.0％を占めている。
また、100 のトラブル解決マニュアル調査研究グループ（1996）には、全部で 108 の
外国人留学生のトラブル事例が掲載されているが、その中の 17 事例が心身の病気とケ




本稿分析対象期間でみると、留学生相談室は 2006 年度末まで 1人体制であり、2007
年度以降複数体制となったが、本稿では筆者の相談記録ノートを基礎資料として用い
るため、筆者が何らかの形で関与した事案のみを分析対象とする。相談記録ノートに


















































































	 本稿分析対象期間 17.5 年間で 275 件の健康領域事案が発生した（２）。年度別の事案
発生件数を図 1に示した。2006 年度が突出して多く 39 件であり、2011 年度が最も少
なく 5 件である。年度平均発生件数は 15.7 件であり、10 件台の年度が 11 回あった。
事案 1件当たりの平均対応回数は 4.9 回である。図 1には、参考までに延べ対応回数
も示した。	 	
	
注）1999 年度は 11 月以降の 5 か月間。	
図１	 年度別健康領域事案発生件数（N=275）及び延べ対応回数（N=1,345）	
	
3.2	 275 事案の当事者＝留学生 275 人の詳細	
3.2.1	 性別	
	 275 人の性別は、男性 132 人、女性 141 人、不明 2人である。	
	
3.2.2	 年齢	
	 年齢は 19 歳～46 歳の範囲内にある。年齢層別に分類した結果を図 2 に示した。20
代前半が最も多く 30.9％を占め、20 代前半から 30 代前半までの者が全体の約 8割を
占める。年齢不明の 9人を除いた 266 人の平均年齢は 27.9 歳である。	
	
図２	 年齢（N=275）	
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	 専攻分野別に見ると、理系 125 人、文系 120 人、生命系 27 人、不明 3人である。	
	
	 	 図３	 専攻分野（N=275）	
	
3.2.4	 在籍身分	
	 大学院正規生（博士課程 54 人、修士課程 40 人）（４）が 94 人で最も多く 34.2％を占
める。次いで日本語研修生が多く、57 人で 20.7％、学部レベルの交換留学生（EPOK38
人（５）、学部間交流協定 2人）が 40 人で 14.5％、研究生等が 35 人で 12.7％（６）、学部






	 私費 162 人、国費 109 人、外国政府派遣 3人、不明 1人である。	
	
3.2.6	 出身国・地域	
	 275 人の出身国・地域は、アジア 21 か国・地域、アフリカ 10 か国、欧州 6 か国、
北米 5か国、南米 3か国、オセアニア 2か国の合計 47 か国・地域に跨がっている。ア
文系, 120 
理系, 125 


















ジアが 194 人で全体の 70.5％を占める。上位 10 か国は、①中国 98 人、②韓国 24 人、











275 人のうち、留学生本人が第一報を持ち込んで来たケースが 114 人であり、残り
の 161 人のケースでは留学生の関係者から第一報が寄せられた。第一報の送り手を整
理してみると、図 6 に示したとおりである。留学生本人が最も多く 114 人で全体の
41.5％を占める。次いでグローバル・パートナーズ事務職員 49 人（17.8％）（７）、EPOK
コーディネーター教員 27 人（9.8％）（８）、日本語教員 26 人（9.5％）、当該部局関係者































続く。当該部局関係者 18 人の内訳は、指導教員 11 人、留学生担当教員（旧留学生専




	 留学生の関係者から第一報が寄せられた 161 件のうち、56 件に関しては留学生と面
談を実施したが、105 件については関係者への助言或いは報告を受けた内容の記録に
止めた。そこで、留学生本人から第一報のあった 114 件及び関係者による第一報後に





	 275 事案、275 人の内容をおおざっぱに分類すると、病気 203 人（73.8％）、ケガ 58
人（21.1％）、その他 14 人（5.1％）である。さらに詳細に見ると、図 7に示したとお
り、5項目に分類することができる。肉体的な病気が最も多く 129 人で 46.9％を占め、
次いで精神的な病気 74 人（26.9％）、交通事故によるケガ 43 人（15.6％）、他の原因





































き支援の依頼であった。109 人のうち、41 人が減額申請の方法、35 人が銀行口座自動
引き落とし手続き、33 人が納付方法全般に関する質問であった。	
	 市役所から通知のあった保険料に関する質問が 46 人で、そのうちの 29 人は保険料
が高い、高くて支払えないという訴えであり、17 人は保険料がオリエンテーションで
説明のあった金額と異なるという疑問であった。前者の 29 人のうち 18 人は減額申請
手続きを支援したが、残りは、前年のアルバイト収入が多い、家族と同居している、
といった理由で高い保険料となっていたため、その旨を説明した。後者の 17 人につい











































ンター運営委員会委員（2002 年 4 月～2004 年 3 月）、メンタルヘルス準備委員会委員
（2004 年 9 月～2006 年 8 月）、メンタル＆フィジカルネットワーク推進委員会委員














筆者が 2013 年度末を以て定年退職したことに伴い、2014 年度～2016 年度は筆者（週
3 日勤務）と留学生受入れ担当教員（受入れ全般担当）の 2 名体制となった。留学生
受入れ担当教員が健康領域で対応した事案は、2014 年度なし、2015 年度 1事案、2016
年度なしであるが、2015 年度の当該事案には筆者も対応した。	
	 275 人の留学生の中には複数の事案を抱えて来室した者が 14 人存在し、そのうちの







	 年度別に見ると、2006 年度が事案数 39 件、延べ対応回数 186 回で最も多く、次い






	 事案ベースで見た場合、該当者 275 人の性別はやや女性が多いものの、男女がほぼ
半々で、平均年齢は 28 歳である。専攻分野別では、在籍比率（文系 36％、理系 49％、
生命系 15％）に比べて（１５）、文系が多く 44％、理系・生命系がやや少なく、各々45％、
10％を占めている。在籍身分別では、大学院正規生が最も多く 34％を占めるが、在籍













留学生と面談を実施した 170 件で使用した言語は、日本語 53％、英語 36％、中国
語 11％であった。中国語での面談は 2009 年 7 月が最後であり、その後健康領域に関
しては日本語も英語もできない者の来室はなかった。これは 2008 年 7 月に教育・学生




























になり、2005 年 11 月、当該歯科医に懲役 10 月の実刑判決が下された。日本人学生も
被害に遭っており、被害者が続出した時期には留学生課と学生支援課が各々注意喚起
の警告ポスターを作成し、学内各所に掲示した。なお、当該歯科医は、不必要に患者





























































































ている。2006 年度から 2016 年度にかけて合計 426 の主要事例が挙げられており、その中の 74 事例
が病気・ケガなどの健康領域に関わるものであった。	
(2)1999 年度（11 月～3 月）については、便宜上 0.5 年としてカウントする。	










補助制度であり、2004 年度に JASSO に引き継がれた。国民健康保険加入を条件に、支払った医療費
の 80％を還付するという制度であったが、国家財政悪化のため、2006 年度には還付率が 35％に引き
下げられ、2008 年度末には制度が打ち切りとなった。	
(11)①第 33 回中国・四国大学保健管理研究集会にて「留学生をめぐる支援活動」について発表（2003
年 8 月 28 日、愛媛大学）。②平成 15 年度中国・四国地区メンタルヘルス研究協議会にて「複数の悩
みを抱える留学生の事例」について発表（2003 年 10 月 24 日、山口大学）。	
(12)①第 12 回メンタルヘルスクライシスマネジメント研修会にて「留学生のメンタルヘルス」につい
て講演（2011 年 2 月 8 日）。②第 14 回同研修会にて「留学生の危機対応」について講演（2013 年 9
月 12 日）。	
(13)執筆内容については、岡(2011)を参照願いたい。	
(14)1999 年 11 月～2017 年 3 月までの期間に、筆者が関与した相談指導の延べ対応回数は 31,113 回で
あり、健康領域事案への延べ対応回数 1,345 回は、全体のわずか 4.3％を占めるに過ぎない。この数
値は、留学生相談室内部資料に基づいて算出した。	
(15)在籍比率は 1999 年度後期から 2016 年度後期までの平均値で、留学生相談室資料に基づいて算出し
た。	
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